
− 95 −
95 

 

ドイツにおける「子どもの権利憲法条項化案」棄却の論理 

 

 

荒 川 麻 里 

はじめに ～ケヴィン事件の衝撃から～ 

2006 年 10 月 10 日、自由ハンザ都市ブレーメン、クルマー通り。少年局の職員と裁判所の執行官と

が、ドイツ中部を縦に流れるヴェーザー河岸西側のアパートメントの一室へと、2 歳の男の子ケヴィ

ンを迎えに行った。唯一の同居人である養父は、玄関のドアを開けて「奥にいるよ」とだけ告げた。

養父は薬物依存症であった。そして、ようやくケヴィンが発見された場所はキッチンの冷蔵庫の中で

あり、ゴミ袋で三重にくるまれた状態で、すでに腐敗が進んでいた。解剖結果によれば、大腿骨及び

脛骨に夥しい数の骨折、頭部外傷、骨折部が体外に飛び出す大腿骨開放骨折により最期まで苦しんだ

と推測されている。その日、ケヴィンは、里親の元へと送り届けられる予定であった1。 

「死の訪れ、少年局より早く」…地方ラジオ局の記事見出しは、この虐待死事件の悲痛さと共に、

子どもをめぐる諸制度の脆弱さを端的に伝えている。一人でも多くの子どもを暴力や虐待から守るた

めには、いかなる法制度が有効であろうか。本稿は、こうした問題関心に基づく研究の一断面である。 

子どもには、子どもとして生きる権利があり、権利の行使主体として尊重される。これを保障する

ために、憲法上に「子どもの権利」を明記しようとする動きがある。このような憲法改正の試みを、

本稿では「子どもの権利憲法条項化案」と呼ぶ。世界の多くの憲法において、子どもは保護
．．

の対象と

して登場する2。子どもの権利
．．

を明記するものは少ないが、例えば「南アフリカ共和国憲法」（1996 年）

の第 2 章「権利章典」に位置づく第 28 条〔子ども〕は、「すべて子どもは権利を有する」にはじまり、

9 つの権利を列記している3。同様の例には、2011 年 7 月 14 日に国連の 193 カ国目の加盟国となった

南スーダンの「南スーダン共和国暫定憲法」（2011 年）第 17 条〔子どもの権利〕がある4。同条は、

世界で唯一、憲法において親や教師等による体罰および残虐で非人道的な扱いからの自由への子ども

の権利を明記している点においても、注目に値する5。その他、「子どもの権利」とは明記せずに、基

本的人権についての年齢
．．

による差別の撤廃を求めるものに、スウェーデン王国憲法「統治法典」（第 2

条 4 項）などがある6。 

憲法改正の例には、1999 年に全面改正された「スイス憲法」第 11 条があり、「子どもおよび青少年

は、傷つけられないための特別な保護および発達の援助を要求する権利を有する」7とある。近年では、

2011 年 2 月にオーストリア共和国が、8 条からなる「子どもの権利に関する憲法律」を制定している8。

ただし上記のいずれも、改正によって変更を加えられた旧条文が存在しない点には注意が必要である。

ちなみに日本の憲法改正案では、例えば民主党憲法調査会の「憲法提言中間報告」（2004 年 6 月 22 日）

に「子どもの権利」の項目がある9。同報告は、国連子どもの権利委員会から二度の勧告を受けている

日本の現状に触れた上で、憲法において「子どもが権利を享受し、行使する主体である旨、明記すべ

きである」と提案している。周知のように、改正には至っていない。 
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上述したケヴィン事件後、ドイツでは子どもの権利憲法条項化の動きが再燃し、新聞紙面にも「子

どもの権利が憲法に！」という見出しが多く見受けられた10。結論から言えば、現在、ドイツの憲法

には「子どもの権利」は明記されていない。今年、2012 年 1 月 19 日の連邦議会において、提案が再

び否決されたばかりである。 

成文法として法制上に位置づくものとは異なり、可決されなかった法案については、国内外を問わ

ず取り扱う論文やコメンタールも少ない。ドイツにおける子どもの権利憲法条項化の試みについては、

教育法学の分野で多くの業績を残す結城の研究によって、その重要な一端が紹介されている（結城

1999）。その一端とは、ドイツ再統一後の憲法改正論議において、すでに子どもの権利憲法条項化案が

提起され、審議されたという事実である。それを結城は、「子どもの権利の歴史において、同時にまた

世界の憲法史上まさしく一つのエポック」（147 頁）であるとし、紙幅の限られた論考で、資料の重要

部分については訳出まで行っている。 

ドイツでは、その後も子どもの権利憲法条項化が繰り返し提案されているが、改正には至っていな

い。憲法上に子どもの権利を明記しないのはなぜだろうか。本稿は、結城の研究に示唆を受け、また

その問題提起に応えて、ドイツ再統一以降、今日までの子どもの権利憲法条項化案を取り上げて考察

する。提案棄却という結果に至った論理を、審議経過に基づき解明することが本稿の目的である。以

下では、①ドイツ再統一後の憲法改正案、その後の②子どもの権利をめぐる法改正の動向、および③

子どもの権利憲法条項化案について、主としてドイツ連邦議会資料及び議事録11を材料に分析を行う。 

1. 再統一後の憲法改正案（1993 年） 

現行憲法である「ドイツ連邦共和国基本法」の家族条項第 6 条は、1949 年 5 月 23 日の制定以来、

これまで変更を加えられていない。これは当時の西ドイツ（ドイツ連邦共和国: Bundesrepublik 

Deutschland）の憲法で、通称「ボン基本法」と呼ばれた。「基本法」という名称は、「ドイツ国民が自

由な決断で議決した憲法が施行される日に、その効力を失う」（基本法第 146 条）までの基本となる法

という意味を持つ。分断された二つのドイツ国家は、1990 年 10 月 3 日、ドイツ帝国（1871 年）以来

の再統一（Deutsche Wiedervereinigung）を果たした。実際には、東ドイツ（ドイツ民主共和国: Deutsche 

Demokratische Republik）の 5 つの州が西ドイツに編入されるという方式をとったため、基本法がその

まま統一ドイツの憲法となっている（結城 1999:146）。 

再統一後、1991 年 11 月 28 日に「両院合同憲法委員会」（Gemeinsame Verfassungskommission von 

Bundestag und Bundesrat）の設置が連邦議会で決定され（BR-Drs. 740/91）、東西ドイツ「統一条約」

（Einigungsvertrag, BT-Drs. 11/7760）に規定された基本法見直しが実行に移された。近年の子どもの権

利憲法条項化案を理解する上でも非常に重要な同委員会での議論について、ここでは、1993 年 11 月 5

日に提出された両院合同憲法委員会の最終報告書（BT-Drs. 12/6000）に沿って、問題提起、審議経過、

理由について整理し12、憲法改正の審議経過を含めて確認しておく。 

1-1. 問題提起 

最終報告書は 11 章からなり、総頁数は 167 頁にもなる。子どもの権利憲法条項化に関する報告は、

第 3 章「基本権」における「婚姻、家族、子ども」の項目に位置づく。その冒頭には、「合同委員会は、
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基本法第 6 条の改正を勧告しない」とある。つまり、子どもの権利憲法条項化案は、第 6 条改正案と

して提案されたのである。続く「問題提起」には、第 6 条をめぐる次の 4 つのテーマが挙げられた。 

i) 婚姻によらない生活共同体への、第 1 項に基づく保護の拡大 
ii) 家族生活と職業生活との調和 
iii) 家庭における教育と世話に対する憲法上の特別な承認 
iv) 子どもの特別な権利の憲法条項化 

このうち 4 つ目が、子どもの権利憲法条項化の問題である。これについては、大要、次のように説

明されている。 
基本法は、子どもの特別な権利、とりわけ子どもの法的地位について何ら語るところがな

い。憲法上、子どもは第 6 条においてのみ言及されているが、それは規律の対象としてであ

り、固有の権利主体としてではない。一方で、連邦憲法裁判所判決によれば、子どもが基本

権の担い手であることはすでに明白である（1968 年 6 月 29 日判決 BVerfGE 24, 119, 144）。
子どもの権利の憲法条項化は、青少年大臣連邦会議や連邦議会子ども委員会等の様々な団体

が提起する問題である。（55 頁） 

1-2. 審議経過 

1993 年 6 月 17 日、子どもの権利憲法条項化案についての合同憲法委員会における採決の際、SPD

（Sozialdemokratische Partei Deutschlands: 社会民主党）の委員からの提案等が審議された13。表 1 は、

現行法と改正案の第 6 条の比較表であり、修正および追加の箇所はゴシック体で示している。 

表 1  ドイツ連邦共和国基本法と合同憲法委員会の改正案における第 6 条の比較14 

 
 
 
現行法と照らし合わせてみると、子どもの権利を明示した改正案第 4 項が新規の項目として追加さ

れ、また親の権利の項目（第 5 項）より前に挿入されていることがわかる。 

改正案 
(1)  婚姻および家族は、国家秩序の特別の保護を受ける。この保

護には、婚姻によらない生活共同体の保護を含む。 
(2)  女性は妊娠および出産に際し、共同社会の保護と配慮を請求

することができる。 
(3)  家族共同体において子どもを教育し、あるいは要介護者の世

話をする者は、国家の援助を受ける。国家はまた女性も男性

も同様に、家族への責務と同時に、職業生活および公的社会

への参加を果たす可能性を促進する。 
(4)  子どもは基本権を保持し発展させる権利、および自己決定と

自己責任能力のある人格への発達の権利を有する。 
(5)  子どもの育成および教育は、両親の自然的権利であり、かつ、

何よりもまず両親に課せられた義務である。この義務の実行

については、国家共同体がこれを監視する。自立的で責任あ

る行為への子どもの成長しつつある能力は配慮される。子ど

もは暴力から自由に教育される。 
(6)  国家共同体は子どもにふさわしい生活環境に配慮する。また

子どもの身体的および精神的発達のための平等な条件を整

備し、家庭的、経済的、社会的環境による子どもの不利益を

排除しなければならない。子どもの福祉に反する子どもの労

働は禁止される。子どもは、親権者に故障があるとき、また

は子どもがその他の理由から放置されるおそれのあるとき

には、法律の根拠に基づいてのみ、親権者の意思に反して、

これを家族から引き離すことが許される。 

現行法 
(1)  婚姻および家族は、国家秩序の特別

の保護を受ける。 
(2)  子どもの育成および教育は、両親の

自然的権利であり、かつ、何よりも

まず両親に課せられた義務である。

この義務の実行については、国家共

同体がこれを監視する。 
(3)  子どもは、親権者に故障があると

き、または子どもがその他の理由か

ら放置されるおそれのあるときに

は、法律の根拠に基づいてのみ、親

権者の意思に反して、これを家族か

ら引き離すことが許される。 
(4)  すべて母親は、共同社会の保護と配

慮を請求することができる。 
(5)  嫡出でない子に対しては、法律制定

によって、身体的および精神的成長

について、ならびに社会におけるそ

の地位について、嫡出子と同様の条

件が与えられなければならない。 
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第 4 項の採決結果は、賛成 24 票で賛成多数ではあったものの、委員の 3 分の 2 以上の法定多数15に

達せず否決された。 

1-3. 理由 

最終報告書には、問題提起、審議経過に続く理由の項目に、提案理由およびそれに対する反対意見

がまとめられている。「子どもの特別な権利の憲法条項化」（問題提起 iv）に関する理由（59-60 頁）

は、提案と反対意見を対照させると下の表 2 のように整理できる（ゴシック体は理由の主要部分）16。 

表 2  合同憲法委員会における子どもの権利憲法条項化案の提案および反対理由 
提案理由 内容 反対理由 

実質上、子どもが基本権能力を有することには議論の余地

はない。第二次世界大戦後 40 年間の法的発展を憲法上に

再確認し、積極的に明記すべきである。 
基
本
権 

現行法において、子どもは基本権の主体とし

て十分に認められている。これを改めて付加

的に明記して法制化することは、ほとんど意

味をなさない。 
第 5 項は現行法第 6 条 2 項を補完するもので、その変更を

意図しない。しかし、親の権利は「子どもの利益における

権利」であり、教え導く必要性の減少と子どもの判断能力

の発達につれて縮減し、子どもの成年到達により失効する

ということは強調されてよい。親の権利と子どもの権利の

衝突関係については判例上に確認され、また民法 1626 条 2
項に法定された解釈がある。 

親
の
教
育
権 

親の教育権は、いわゆる「承益的基本権」（奉

仕する権利）である。確かに親は特別な法的

地位にあるが、それは奉仕する権利のためで

あり、子どもの利益において行使される。 

親は教育権を行使するにあたり、子どもの基本権、とりわ

け人格権による制約を受ける（BVerfGE 72, 155, 172）。子ど

もは固有の尊厳および人格発達の権利を有しているので

あるから、親の優先権や単独責任は、ただ子どもの保護必

要性にのみ由来することを認識しなければならない。 

人
格
権 

親の権利の行使の尺度は、現行法においても

子の福祉である。自己責任能力のある人格へ

の子どもの発達権は考慮されなければなら

ない。 

暴力から自由な教育は、暴力の禁止と追放とに大きく寄与

する。親の教育方法の選択に対する憲法改正の直接的影響

が期待されてはならないが、少なくとも子どもに対する暴

力行使に社会的な許可を与えてはならない。 

暴
力
の
な
い

教
育 

これを明記するだけでは、子ども虐待という

社会的現実を変えることは絶対にできない。

子どもは大人と同様に、基本法2条2項「身

体を害されない権利」により保護される。 

第 6 項の追加部分は、より具体的にはっきりと国家の監督

責任について明示したものである。その責務を果たすに

は、現行法第2および3項による親の教育への介入では足

りない。1990 年の「子ども・青少年援助法」により具体化

されたように、一人っ子、ひとり親家庭、離婚家庭の増加

など現代的状況に対応した改正が必要である。 

国
家
の
監
督 

子どもの人格発達権について国家の監督義

務を強化することは、むしろ親が教育権を行

使する上でマイナスの効果を及ぼす可能性

がある。国家による外的統制により、親の教

育権が空洞化する恐れがある。 

子どもの成長への影響を考慮しない、利益追求のための子

どもの労働が重要な問題であることを示す必要がある。 

そ
の
他 

特別な状況にあるグループを憲法上で個別

に規定することは誤りである。それにより、

これらの個別グループには一般的な基本権

が認められないという誤解を招く可能性が

ある。社会における困難さや不利益に関し

て、変革されるべきは社会意識であり、それ

は憲法改正のみが為し得ることではない。 

現行法第 5 項にある「嫡出」という時代遅れの概念は放棄

される。嫡出であっても不利な立場にある子どもも含め

て、事実上の差異の克服に取り組む時だ。 

この表にみるように、子どもが基本権を有すること、子どもの人格発達に親は配慮すべきこと、子

どもは暴力から保護されるべきことについては、提案側と反対側の両者の間に、共通認識が認められ

る。ただし、そこから導かれる主張は異なり、とりわけ国家の監督に関して対立が見られる。また、

反対理由は、「子ども」という特別なグループを憲法上に明記することにより、一般的な基本権が子ど

もには妥当しないかのような誤解を招く点を強調している。 
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1-4. 連邦議会における審議経過 

ここでは、最終報告書が提出された 1993 年 11 月 5 日以降の審議経過について簡単に触れておきた

い。合同憲法委員会の最終報告を基にした「基本法改正法案」（BT-Drs. 12/6633）が連邦議会に提出さ

れたのは翌 1994 年 1 月 20 日である。当然ながら、この法案は第 6 条改正を含まない。他の 5 つの関

連法案とともに 2 月 4 日に第 1 読会にかけられ（BT-PlPr. 12/209）、審議を付託された法務委員会によ

る勧告（BT-Drs. 12/8165）を受けて、6 月 30 日の連邦議会で 626 票中 619 票を得て可決された（BT-PlPr. 

12/238）。そして 1994 年 10 月 27 日、「基本法改正法」17として結実した。 

共に審議にかけられた諸提案のうち、子どもの権利憲法条項化案を含むものには、上の表 1 と同内

容の提案により「子どもの法的地位と援助の改善」を求めた SPD「基本法改正法案」（BT-Drs. 12/6323）、

そして PDS/LL（Partei des Demokratischen Sozialismus / Linke Liste: 民主社会党／左派党）による「新憲

法案」（BT-Drs. 12/6570）がある。「新憲法案」は全面改正の提案であり、その第 37 条〔子ども・青少

年〕は、「子どもおよび青少年は独自の人格として、その尊厳の尊重と同様に発達および発展への権利

を有する」とはじまる第 1 項から全 9 項に及んでいる。ただし、いずれの提案も棄却された。 

2. 子どもの権利に関する法改正 

子どもの権利の憲法条項化の諸提案については次項で扱うが、そこでも言及されているドイツにお

ける子どもの権利をめぐる法制とその改正の動向を先に整理しておきたい。 

2-1. 国連子どもの権利条約の批准（1992 年）と権利委員会勧告（2005 年） 

国連「子どもの権利条約」（1989 年 11 月 20 日国連採択）18をドイツが批准したのは 1992 年 3 月 6

日、114 番目の批准国である19。批准に際し、2 月 17 日に「子どもの権利についての 1989 年 11 月 20

日の条約に関する法律」20を制定した。全 54 条の各条項が国内法との関連においてどのように位置づ

くのかを明示し、また「解釈宣言」21を行っている。ここには、例えば未成年者の法定代理、嫡出で

ない子の家族および相続関係、別居や離婚家庭の子どもの監護と面接交渉権について国内法を維持す

ることなどが明記された。 

同条約第 43 条 1 項に基づく、締約国の達成状況の審査機関である子どもの権利委員会は、1995 年

にドイツに関する第 1 回報告を採択した。その「提案および勧告」には、次のような記述がある22。 

21. 委員会は、ドイツ憲法に子どもの権利条約を編入することが検討されているという締約

国の情報を心から歓迎するとともに、この精神にしたがって、締約国に対し、条約に憲法上

の地位を付与することを意図して現在行なわれている努力を継続するよう奨励する。  

権利委員会の報告書が憲法改正を奨励したこともあり、憲法条項化の諸提案がこの事実に言及して

いることを付言しておく。 

2-2. 子ども法改正（1997 年／2002 年） 

子どもの権利憲法条項化案は、そのほとんどが基本法第 6 条改正案として提案されているため、親

権法改正とも密接に関わる。例えば、1957 年 6 月 18 日の「男女同権法」23が第 4 項の母親の地位、1969

年 8 月 19 日の「非嫡出子の法的地位に関する法律」24が第 5 項の嫡出問題と関連することが法律名か

らもわかる。1979年7月18日の「親の配慮権の新規制に関する法律」25は従来の「親権」（Elterliche Gewalt）
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を「親の配慮」（elterliche Sorge）という用語に改め、自立的で責任ある行為へと成長する子どもの能

力や欲求に配慮する親の義務を明記した（民法 1626 条 2 項）26。子どもの権利憲法条項化案の中には、

この条文の一部をそのまま憲法に導入する提案をしているものもある。 

ドイツ再統一後には、1997 年 12 月 16 日の「子ども法改善に関する法律」27および 2002 年 4 月 9

日の「子ども法の一層の改善に関する法律」28により、親子関係に関する法改正が「子ども法」29の改

正として定められた。前者は非嫡出子の差別撤廃、婚姻関係にない親の共同親権、親との面接交渉へ

の子どもの権利に関する改正と共に、民法 1626 条 1 項を「親は未成年の子を配慮する義務と権利を有

する」と改正し、権利よりも先に義務を規定した。 

2002 年の改正では、暴力や虐待からの子どもの保護手続きが改善された。また、これに先行して、

「子どもは暴力のない教育への権利を有する」（民法 1631 条 2 項）と定めた 2000 年 11 月 2 日の「教

育における暴力追放に関する法律」30がある。 

2-3. 子どもおよび青少年援助法（1998 年・2006 年告示） 

子どもの権利と関わって、非常に重要な法律の一つが「子どもおよび青少年援助法」31である。ド

イツの児童虐待法制について論じた鈴木は、その特徴として、民法と子どもおよび青少年援助法の組

み合わせによるものであることを第一に挙げている（鈴木 2003: 136）。 

この法律は 24 条からなるが、その第 1 条が「社会法典第 8 編 子どもおよび青少年援助」という特

異な構造になっている。社会法典第 8 編のみで 105 条と条文も多く、また近接領域の改正に敏感に応

じる必要性があり、たびたび変更が加えられている。そこで、上述の 1997 年子ども法改正および 2005

年 9 月 8 日の「子どもおよび青少年援助の一層の発展に関する法律」32による大幅改正にあたり、改

めて社会法典第 8 編の告示が行われた（1998 年および 2006 年）。最終告示である 2006 年の時点で、

1990 年 6 月 26 日の制定以来、23 回もの修正が加えられている。 

その第 1 条 1 項が、「すべて若者は自己責任と共同生活力のある人格への援助、発達、教育への権

利を有する」と書いているように、この法律は若者（27 歳未満）を対象とするあらゆる援助を包括し

ている。とりわけ重要な点に、子どもの発達の援助、親の援助、生活環境の改善、そして虐待などの

危険からの子どもの福祉の保護がある（第 1 条 3 項）。 

このようにみてみると、ドイツ統一後の 20 年の間、子どもの権利・保護法制の改善の努力が続け

られてきたことがわかる。また、子どもの権利憲法条項化案が基本法第 6 条改正案として提案されて

いることから、これらの国際条約や国内の法改正に言及されるのも必然であり、相互に影響を及ぼし

あってきたことが推測できるだろう。 

3. 子どもの権利憲法条項化案（1994-2011年） 

ここでは、再統一後の憲法改正以降の、第 13 期連邦議会から第 17 期（2012 年 1 月）までの子ども

の権利憲法条項化案を取り上げ、提案ごとに考察を加えたい。 

まず、その全体像を示したのが次頁の表 3 である。子どもの権利の憲法条項化を含む、連邦議会に

提出された提案および法案であり33、法案についてはその内容の該当部分を訳出して掲載した。合わ

せて 10 の提案があり、そのうち法案は 4 つ、いずれも第 6 条改正案であった。 
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表 3 ドイツ連邦議会に提出された子どもの権利憲法条項化案（1997-2011 年） 

会期 資料番号 日付 提案主体 資料名／下段は法案の内容 

13 

 

7104 1997/02/27 SPD 基本法改正の法案 

第 1 条 基本法改正： 基本法第 6 条は以下のように変更される。 
1. 第 1 項の後に、次のように第 2 項を挿入する：(2) 子どもは基本権を保持し発展させる権利、および自

己決定と自己責任能力のある人格への発達の権利を有する。 
2. 現行第 2 項は、次のように第 3 項として規定する：(3) 子どもの育成および教育は、両親の自然的権利

であり、かつ、何よりもまず両親に課せられた義務である。この義務の実行については、国家共同体がこ

れを監視する。自立的で責任ある行為への子どもの成長しつつある能力は配慮される。子どもは暴力から

自由に教育される。 
3. 現行第 3-5 項は、第 4-6 項とする。 

8549 1997/09/23 PDS 基本法改正法案 

第 1 条 基本法改正：1. 基本法第 6 条は以下のように変更される。 
a) 現行第 2 項および第 3 項は削除する。 b) 現行第 4 項は第 2 項、第 5 項は第 3 項とする。 
2. 以下の第 6a 条を挿入する。 
(1) 子どもおよび青少年は権利主体であり、その尊厳の尊重は人格の発展および発達への請求権を含む。ま

た、社会的・政治的決定に適切に参加できる。国家と社会の特別な保護を享受することができる。 
(2) 子どもおよび青少年は、その出自や社会的背景によらず、養育、教育、世話、扶養への権利を有する。

子どもは保育施設利用への請求権を有する。 
(3) 子どもおよび青少年は、暴力から自由な生活への権利を有する。子どもおよび青少年の福祉が危険にさ

らせれ、配慮権者（親権者）がそれを回避できない時は、公共団体が必要な援助を保障する。 
(4) 子どもおよび青少年は、その福祉が直接の危険にさらされ、かつその危険に他の方法では対処しえない

場合、法律の根拠に基づいてのみ、配慮権者（親権者）の意思に反して、これを隔離することが許される。

(5) 障害のある子どもおよび青少年は、共同体の生活に組み入れられる権利を有する。身体的・精神的な特

性により公共生活において不利益を被る子どもおよび青少年には、適切な補償を行うことができる。 
(6) 子どもの労働は禁止される。 

14 

2720 2000/02/16 PDS 提案：教育における暴力禁止の効果的促進 

7818 2001/12/12 PDS 基本法改正法案（第 6 条：子どもの権利） 

第 1 条 基本法改正： 基本法第 6 条は以下のように変更される。 
a) 第 1 項に次のように補足する： 子どもは権利主体である。すべて子どもは発達と発展への権利を有する。

b) 第 2 項は次のように変更される： 子どもの育成および教育は、両親の自然的権利であり、かつ、何よ

りもまず両親に課せられた義務である。その際、自立的で責任ある行為への子どもの成長しつつある能力

は配慮される。その実行については国家共同体がこれを監視する。国家共同体は子どもの権利を保護、援

助し、子どもにふさわしい生活環境に配慮する。 
c) 第 3 項は削除する。 
d) 現行第 4 項は第 3 項とする。 
e) 現行際 5 項は第 4 項とし、次のように変更する：(4) すべての子どもに、法律の定めにより、身体的・

精神的な成長と社会における地位ための平等な条件を整備する。 

16 

5005 2007/04/27 同盟 90／緑の党 提案：子どもの権利の憲法における強化 

13791 2009/07/14 Die Linke34 基本法改正の法案（社会的基本権の導入） 

第 1 条 基本法改正： 3. 第 6 条は以下のように変更される。 
a) 次の第 2 項が新たに挿入される： (2) すべて子どもおよび青少年はその人格の発達と発展、決定への年

齢相応の参加、暴力から自由な教育、そして暴力・放任・搾取からの特別な保護への権利を有する。国家

共同体は子どもと青少年の権利を尊重・保護・援助し、子どもおよび青少年にふさわしい生活環境に配慮

する。子どもの福祉は、あらゆる決定において特別に配慮される。 

17 

6920 2011/09/06 SPD 提案：子どもの権利の包括的強化 

7187 2011/09/28 同盟 90／緑の党 提案：子どもの権利強化 

7644 2011/11/09 Die Linke 提案：子どもの権利の包括的強化と憲法条項化 
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3-1. 第 13 期連邦議会（1994 年 10 月 11 日～1998 年 10 月 26 日） 

第 13 期連邦議会には、子どもの権利憲法条項化に関して 2 つの法案が提出され、審議されている。

資料番号 13/7104、26 名の議員と SPD による「基本法改正の法案」は、第 1 読会後に法務委員会に付

託され（BT-PlPr. 16/163: 14667B）、会期終了を迎えた。法案の文言は上述したドイツ再統一の際の改

正案と同じで、第 2 項と第 4 項に修正を限定している。その審議経過をみると、第 1 読会で同時に審

議にかけられた法案が何と 10 も存在した35。無論、憲法改正案は一つであり、その多くが刑法改正そ

れも性犯罪に関するものである。その背景には、1996 年に起きたナタリーの性的暴行殺傷事件36があ

る。7 歳のナタリーは下校途中に車で連れ去られ、暴行を加えられた後、川に投げ捨てられて死亡し

た。学校を出てわずか 5 分の出来事であった。この事件がメディアで大きく取り上げられたこともあ

り、性犯罪や危険犯罪は社会問題にまで発展した。上記の法案のうち法制化されたのは、1998 年 1 月

26 日の「性犯罪およびその他の危険犯罪の撲滅に関する法律」37である。 

もう一つは 5 名の議員と PDS による「基本法改正法案」であり、親の権利を保障する第 2 項を削除

し、新たに基本法第 6a 条を挿入するというこれまでにはない提案であった。この法案は提出のみに終

わり、審議されていない。当時、1997 年の子ども法改正の審議が詰めの段階にあり、その争点の一つ

が親の虐待・体罰禁止のための民法 1631 条 2 項の改正であった。PDS 法案の理由書には「体罰およ

び子どもの尊厳を傷つける罰は許されず、屈辱的な『教育措置』は処罰の対象とする」（3 頁）38と明

記されている。1997 年の子ども法は体罰禁止ではなく、同条の禁止事項に「身体的および精神的虐待」

を加える修正を行った。 

また、どちらの法案も問題提起として、1995 年の子どもの権利委員会報告に言及している。 

3-2. 第 14 期連邦議会（1998 年 10 月 26 日～2002 年 10 月 17 日） 

第 14 期には、数名の議員と PDS による提案および法案が提出された。「提案：教育における暴力禁

止の効果的促進」（14/2720）は、具体的な法律改正案は明記されていないが、第一に基本法第 6 条改

正による子どもの権利の憲法条項化を提起している。同提案は、2000 年の「教育における暴力追放に

関する法律」の審議過程において、法務委員会勧告が出される前に提出され、同時に審議されている

（BT-PlPr. 14/114）。同法は、「体罰、精神的侵害およびその他の屈辱的措置は認めない」（民法 1631

条 2 項）と定め、ドイツは親の体罰を法制上で禁止した第 11 番目の国となった。親の体罰禁止をめぐ

る問題は、1993 年の「懲戒禁止法案」（BT-Drs. 12/5359）、「虐待禁止法案」（BT-Drs. 12/6343）、さらに

は 1979 年の「親の配慮権の新規制に関する法律」に遡るが、ここでようやく決着をみた39。その背景

として、第 14 期連邦議会において誕生した SPD と同盟 90／緑の党による連立政権が、すでにその連

立協定において「教育手段としての暴力の禁止と撲滅（民法第 1631 条 2 項）」（37 頁）40と明記してい

たことは付言されてよいだろう。 

次に、「基本法改正法案（第 6 条：子どもの権利）」（14/7818）は、第 6 条改正のみの憲法改正案で

ある。ちょうど 2002 年の子ども法改正案の第 2 読会が迫った時期で、2002 年 2 月 1 日の連邦議会に

おいて同時に審議された（BT-PlPr. 14/216）。ここで子ども法は可決されるのであるが、基本法改正法

案は法務委員会に付託され、会期終了となった。審議過程では、すでに 90 年代に憲法改正の議論があ

り、改正の必要なしと判断されたことなどを指摘する批判もあった。 
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3-3. 第 15 期連邦議会（2002 年 10 月 17 日～2005 年 10 月 18 日） 

第 15 期には子どもの権利憲法条項化の提案や法案はないが、連邦政府の国家行動計画「子どもに

ふさわしいドイツ 2005-2010 年」（BT-Drs.15/4970）41に、「子どもの権利の憲法条項化」（44 頁）の項

目が掲げられ、子どもは権利主体であることなどが説明されている。なお、この計画は、2002 年 5 月

の国連子ども特別総会での採択「子どもにふさわしい世界」42を行動に移すためのものである。そこ

では、2010 年までに最優先されなければならない 4 つの課題の一つに、「子どもの虐待、搾取、暴力

からの保護」が挙げられている。 

3-4. 第 16 期連邦議会（2005 年 10 月 18 日～2009 年 10 月 27 日） 

第 16 期には、15 名の議員と同盟 90／緑の党による「提案：子どもの権利の憲法における強化」

（16/5005）および 26 名の議員と Die Linke による「基本法改正の法案」（16/13791）の 2 つが提案さ

れた。法案の方は、会期終了の直前に提起され、審議にかけられていない。 

提案は、4 つの点について基本法を改正しようとするもので、その一つ目に「子どもの法的地位を

はっきりと明確にし、明記する」（2 頁）とある。2007 年 9 月 21 日の第 1 読会では、上述したケヴィ

ンの名前が登場した（BT-PlPr. 16/116:12063A）。悲しい事件から、すでに約 1 年が経とうとしていた。

その後、付託を受けた家族・高齢者・女性・青少年省により承認の勧告（BT-Drs. 16/8703）が出され、

2008 年 4 月 11 日に再び審議にかけられた。その際、同時に審議されたのが「提案：ドイツにおける

子どもの権利の無条件化（子どもの権利条約の解釈宣言の撤回）」（BT-Drs. 16/1064, 8700）であり、ど

ちらも会期内に決着を見なかったが、そこで言及されたのが、2008 年 4 月 1 日の連邦憲法裁判所判決

である。判決は、子どもを基本権の権利主体であると明言し、親の教育義務と関わって次のように述

べている（BVerfGE 121, 69, 71）。その後の諸提案で根拠として挙げられている点でも、注目に値する。 

子どもは固有の権利と尊厳を有する。基本権の主体として、国家の保護と基本的で確実な

権利保障への請求権を有する。人間の尊厳をその価値体系の中心におく憲法は、人間相互の

関係秩序において、原則として、何人にも他者の人格権を譲渡できず、それを義務化できず、

また他者の尊厳を尊重する。これは、親子の関係にもあてはまる。 

2008 年 1 月、連邦議会が発行する冊子の「時事問題」コーナーには、「子どもの憲法上の地位」が

取り上げられた（Anja 2008）。これまでの連邦憲法裁判所判決、第 12 期と第 16 期における子どもの

権利憲法条項化案についてまとめた上で、ブレーメンをはじめとするドイツ 16 州のうち 10 の州が子

どもの権利を州憲法に掲げている点が指摘されている。ケヴィン事件後、各種メディアの報道の影響

などもあり、子どもの権利の憲法条項化に社会的な関心が向けられていたことがここからも窺える。

事件直後の 2006 年 10 月 13 日、連邦家族省のウルスラ・ライアン大臣（Ursula von der Leyen）が、イ

ンタヴューに答えて子どもの権利憲法条項化に言及したことも大きな影響を与えた43。 

3-5. 第 17 期連邦議会（2009 年 10 月 27 日～2012 年 1 月現在） 

第 17 期には、3 つの提案があった。いずれも子どもの権利の強化を主題としている。なお、第 16

期に解決をみなかった子どもの権利条約の留保事項は、これらの提案の前の 2010 年 7 月に撤回された

（BT-Drs. 17/6920:1）。3 つの提案は、2011 年 11 月 24 日の第 143 回連邦議会で共に審議されている。
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同時に審議されたのは合わせて 6 つで、現在も審議中の「提案：子どもに対する性的暴力撲滅」（BT-Drs. 

17/7807）、「提案：未成年者の軍隊への非徴収」（BT-Drs. 17/7772）、そして後に同時に審議された「提

案：難民の子どもへの子どもの権利条約の適用」（BT-Drs. 17/7643）を含む。その中で、すでに付託委

員会からの勧告が出されていた SPD の「提案：子どもの権利の包括的強化」（BT-Drs. 17/6920）は、

この議会において否決された（BT-PlPr. 17/143:17166B）。翌日、連邦参議院より「子どもの権利憲法条

項化の動議」（BR-Drs. 386/11）が提出され、この問題は再び新聞紙面を賑わした。この動議では、2000

年 12 月 7 日の「欧州基本権憲章」44第 24 条に「子どもの権利」が掲げられ、基本権の枠組みにおい

て子どもに固有な権利が規定されたことが言及された。 

他の 2 つの法案、同盟 90／緑の党の「提案：子どもの権利強化」（BT-Drs. 17/7178）と Die Linke の

「提案：子どもの権利の包括的強化と憲法条項化」（BT-Drs. 17/7644）、および「提案：難民の子ども

への子どもの権利条約の適用」は、付託された委員会により共に勧告を受けた（BT-Drs. 17/8382）。3

つすべて棄却するという判断であり、2012 年 1 月 19 日の第 152 回連邦議会において可決された。つ

まり、提出された子どもの権利の憲法条項化案は、すべて棄却されたということである。 

おわりに ～結論にかえて～ 

本稿では、ドイツにおける子どもの権利憲法条項化案の棄却の論理を解明するために、再統一から

今日に至るまでの諸提案の審議経過を考察してきた。これまでドイツでは、暴力や虐待からの子ども

の保護は民法における親の配慮権との関わりにおいて検討され、具体的に法制化されてきた。憲法条

項化の提案は、そうした民法や子どもおよび青少年援助法の改正では不十分であるとの意見表明と捉

えることができる。実際に、ケヴィンやナタリーの事件ような残酷な虐待や犯罪が後を絶たない現実

があり、更なる改善が求められていることには疑いの余地はない。連邦議会の審議過程をみてもこの

点に対立は見られず、現状認識には多くの共通点がみられる。子どもは権利の主体であり、親は子ど

もの成長に配慮し、子どもは暴力から守られる権利を有する。これらは、再統一後から現在に至るま

で、一貫した共通認識であったと言える。それをどのように保障しうるのかという点において、とり

わけ国家の介入をめぐっては、今日も対立が生じている。 

基本法改正と関連して一つ言及すれば、2002 年の改正で「動物の権利」が保障された45。「動物は憲

法で保護し、子どもには無し」46という批判も起きている。加えて欧州基本権憲章がその第 24 条に子

どもの権利の条項を有していること、連邦憲法裁判所判決が子どもは権利主体であるという判断を下

していることなどから、2011 年には憲法条項化の機運が高まったが、再び棄却という結果となった。 

第 13 期から現在までの子どもの権利の憲法条項化案の審議経過を眺めてみると、まず子どもの虐

待事件などが法案提出を後押ししていること、そしてその文脈から、複数の具体的な法改正案と憲法

改正案とが同時に審議されていることは特徴的であった。第 13 期の「性犯罪およびその他の危険犯罪

の撲滅に関する法律」、第 14 期の「教育における暴力追放に関する法律」などが、憲法条項化案との

同時審議の中で立法化されている。現実的な問題を前にして、より具体的・手続き的な立法が優先さ

れ、憲法改正は審議途中で会期終了という例もみられた。同時に、現行法体系のもとで子どもの権利

をめぐる法制が整えられてきたという事実は、それらの基本となる憲法改正を困難にする一つの要素

となりうる。その点、冒頭でふれた比較的新しい憲法あるいは全面改正の場合には、あらかじめ権利
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カタログを揃えて規定できるため、子どもの権利を憲法条項として掲げることが容易となる。ドイツ

の場合にも、全面改正の試みがなかった訳ではないが、あらゆる法の基本として機能している基本法

の全面改正は困難を極めると言わざるをえない。しかし今後、すべての州憲法が子どもの権利を明記

することも十分に考えられる。また、スイスやオーストリアなど近隣諸国が子どもの権利を憲法条項

化していること、2011 年の東日本大震災の影響でドイツの政権変動が起きている点から考えて、今後

も子どもの権利憲法条項化の試みは続くだろう。 

本稿では、20 年以上にわたる子どもの権利憲法条項化の審議経過を網羅的に把握することを主眼と

したため、審議内容や他の法案との政治的関係、文言の差異等についてほとんど触れられなかった。

また、選挙権年齢など、子どもの権利をめぐる法案で言及していないものも多い。親子関係や暴力に

関する理論的な蓄積も踏まえつつ、子どもたちの幸福を最大限に保障する法制度について、今後も検

討していきたい。 
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